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【あ行】 
 

 安心・安全社会  

安全が確保され、人々が安心して心豊か
に、質の高い生活を営むことのできる社会
のこと。 

 

 一般廃棄物  

産業廃棄物以外の廃棄物。一般廃棄物は
さらに「ごみ」と「し尿」に分類される。
また、「ごみ」は商店、オフィス、レスト
ラン等の事業活動によって生じた「事業系
ごみ」と一般家庭の日常生活に伴って生じ
た「家庭ごみ」に分類される。 

 

 イノベーション  

新しい方法、仕組み、習慣などを導入す
ること。新製品の開発、新生産方式の導入、
新市場の開拓、新原料・新資源の開発、新
組織の形成などによって、経済発展や景気
循環がもたらされるとする概念。 

 

 ウォームビズ  

暖房時のオフィスの室温を 20℃にした
場合でも、ちょっとした工夫により「暖か
く効率的に格好良く働くことができる」と
いうイメージを分かりやすく表現した、秋
冬の新しいビジネススタイルの愛称。重ね
着をする、温かい食事を摂る、などがその
工夫例。 

 

 エコアクション 21  

中小事業者等においても容易に環境配
慮の取組を進めることができるよう、環境
マネジメントシステム、環境パフォーマン
ス評価及び環境報告を一つに統合した環
境配慮のツール。幅広い事業者に対して環
境への取組を効果的・効率的に行うシステ
ムを構築するとともに、環境への取組に関
する目標を持ち、行動し、結果を取りまと
め、評価し、報告するための方法を提供し
ている。2009（平成 21）年 11 月に、環
境問題に関する昨今のさまざまな動きを
踏まえ、さらに取り組みやすく、またレベ
ルアップが図れるように、その内容を全面
的に改訂した。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 エコステージ  

中小企業でも導入しやすい環境マネジ
メ ン ト シ ス テ ム 国 内 規 格 の 一 つ 。
ISO14001 と整合性が高く、さらに経営強
化を図る有効なシステム。 

 

 エコチューニング  

低炭素社会の実現に向けて、業務用等の
建築物から排出される温室効果ガスを削
減するため、建築物の快適性や生産性を確
保しつつ、設備機器・システムの適切な運
用改善等を行うこと。 

エコチューニングにおける運用改善と
は、エネルギーの使用状況等を詳細に分析
し、軽微な投資で可能となる削減対策も含
め、設備機器・システムを適切に運用する
ことにより温室効果ガスの排出削減等を
行うことをいう。 

 

 エコツーリズム  

生態系や自然環境に配慮し、旅を通じて
環境に対する理解を深め、環境保全につな
がっていくことを目指す仕組み。 

エコツーリズムの考え方に基づいて、自
然や文化などの資源の保全に配慮しなが
ら魅力を体験するプログラムをエコツア
ーと言う。 

 

 エコドライブ  

車を運転する上で簡単に実施できる環
境対策で、二酸化炭素（CO２）などの排出
ガスの削減に有効とされている。 

主な内容として、余分な荷物を載せない、
アイドリング・ストップの励行、経済速度
の遵守、急発進や急加速、急ブレーキを控
える、適正なタイヤ空気圧の点検などがあ
る。 

 
  

６ 用語集 
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 エコライフ  

環境にやさしい暮らし（ライフスタイル）
をいう。具体的には、自動車の不要な利用
を差し控える、バスや電車などの公共機関
を利用する、水の節約を心がける、生ごみ
や食用油を流さない、商品の購入に当たっ
てはリサイクル可能なものなど環境への
負荷の少ないものを購入する、廃棄物の発
生を少なくする、省エネルギーを心がけ二
酸化炭素の発生を抑制することなどがあ
げられる。 

 

 エネルギー管理システム  

エネルギー管理システム（energy ma
nagement system）とは、住宅やビルな
どの建物において、建物全体のエネルギー
設備を統合的に監視し、自動制御すること
により、省エネルギー化や運用の最適化を
行う管理システムのこと。 

家庭用のHEMS、ビル用のBEMS、マン
ション用のMEMS、工場用のFEMSがある。 

 

 エネルギー基本計画  

2002（平成 14）年に制定されたエネル
ギー政策基本法に基づき、政府が策定する
ものであり、「安全性」、「安定供給」、「経
済効率性の向上」、「環境への適合」という
エネルギー政策の基本方針に則り、エネル
ギー政策の基本的な方向性を示すもの。 

2018（平成 26）年に第５次となる見直
しが行われ、エネルギー政策の基本である
「3E（安定供給、経済効率性の向上、環境
への適合）＋S（安全性）」の原則をさらに
発展させ、より高度な「３E＋S」、2030（令
和 12）年に向けてエネルギーミックスの
確実な実現を目指すこととしている。 

 

 エネルギーミックス  

発電設備には水力、石油火力、石炭火力、
LNG（液化天然ガス）火力、原子力、太陽
光や風力等の様々な種類があり、それぞれ
の特性を踏まえ、経済性、環境性、供給安
定性などの観点から電源構成を最適化す
ることをいう。 

 

 温室効果ガス  

大気中の二酸化炭素（CO２）やメタンな
どのガスは太陽からの熱を地球に封じ込
め、地表を暖める働きがある。これらのガ
スを温室効果ガスといい、地球温暖化対策
の推進に関する法律では、二酸化炭素（CO

２）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、
ハイドロフルオロカーボン類（HFCS）、パ
ーフルオロカーボン類（PFCS）、六ふっ化
硫黄（SF6）、三ふっ化窒素（NF３）の７種
類としている。 

 
【か行】 

 

 外来生物  

国外や国内の他地域から人為的（意図的
又は非意図的）に移入されることにより、
本来の分布域を越えて生息又は生育する
こととなる生物種でマングース、ブラック
バス、アメリカシロヒトリなどが知られて
いる。 

外来種のうち、移入先の生態系等に著し
い影響を与えるものを特に侵略的な外来
種と呼び、これらは自然状態では生じ得な
かった影響を人為的にもたらすものとし
て問題となっている。 

 

 化石燃料  

動物や植物の死骸が地中に堆積し、長い
年月の間に変成してできた有機物の燃料
のことで、主なものに、石炭、石油、天然
ガスなどがある。化石燃料を燃焼させると、
地球温暖化の原因とされる二酸化炭素
（CO２）や、大気汚染の原因物質である硫
黄酸化物、窒素酸化物などが発生する。ま
た、埋蔵量に限りがあり、有限な資源であ
るため、化石燃料に代わる再生可能エネル
ギーの開発や、クリーン化の技術開発が進
められている。 

 

 合併処理浄化槽  

生活排水のうち、し尿と雑排水を併せて
処理することができる浄化槽をいう。これ
に対して、し尿のみを処理する浄化槽を単
独処理浄化槽という。 
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 環境基準  

環境基本法第 16 条の規定に基づき、「人
の健康を保護し、及び生活環境を保全する
上で維持されることが望ましい基準」とし
て国が定めるもの。 

この基準は、公害対策を進めていく上で
の行政上の目標として定められるもので、
ここまでは汚染してもよいとか、これを超
えると直ちに被害が生じるといった意味
で定められるものではない。 

 

 環境基本計画  

環境基本計画とは、環境基本法第 15 条
に基づき、環境の保全に関する総合的かつ
長期的な施策の大綱等を定めるもの。
2018（平成 26）年に第五次計画が閣議決
定された。 

『第五次環境基本計画』は SDGs、パリ
協定採択後に初めて策定される環境基本
計画。SDGs の考え方も活用しながら、分
野横断的な６つの「重点戦略」を設定し、
環境政策による経済社会システム、ライフ
スタイル、技術などあらゆる観点からのイ
ノベーションの創出や、経済・社会的課題
の「同時解決」を実現し、将来にわたって
質の高い生活をもたらす「新たな成長」に
つなげていくこととしている。 

また、地域の活力を最大限に発揮する
「地域循環共生圏」の考え方を新たに提唱
し、各地域が自立・分散型の社会を形成し
つつ、地域の特性に応じて資源を補完し支
え合う取組を推進していくこととしてい
る。 

地方公共団体は計画を策定する義務は
ないが、環境保全のための基本的な計画と
して、都道府県や市町村における計画策定
が進んでいる。 

 

 環境基本法  

環境行政を総合的に進めるため、環境保
全の基本理念とそれに基づく基本的施策
の枠組を定めた基本的な法律として1993
（平成５）年に制定された。 

「環境の保全について、基本理念を定め、
並びに国、地方公共団体、事業者及び国民
の責務を明らかにするとともに、環境の保
全に関する施策の基本となる事項を定め
ることにより、環境の保全に関する施策を
総合的かつ計画的に推進し、もって現在及
び将来の国民の健康で文化的な生活の確
保に寄与するとともに人類の福祉に貢献
することを目的」としている。 

 

 環境教育  

持続可能な社会の構築を目指して、家庭、
学校、職場、地域その他のあらゆる場にお
いて、環境と社会、経済及び文化とのつな
がりその他環境の保全についての理解を
深めるために行われる環境の保全に関す
る教育及び学習のこと。 

 

 環境負荷  

人の活動により環境に加えられる影響
で、環境を保全する上で支障をきたすおそ
れのあるものをいう。工場からの排水、排
ガスのほか、家庭からの排水、ごみの排出、
自動車の排気ガスなど、事業活動や日常生
活のあらゆる場面で環境への負荷が生じ
ている。 

 

 環境マネジメントシステム  

事業組織が環境負荷低減を行うための
管理の仕組み。組織のトップが方針を定め、
個々の部門が計画（Plan）をたてて実行
（Do）し、点検評価（Check）、見直し
（Action）を行う仕組みで、この PDCA サ
イクルを繰り返し行うことで継続的な改
善を図ることができる。 

代表的なものに ISO14001 やエコアク
ション 21 がある。 

 

 緩和策  

地球温暖化の原因となる温室効果ガス
の排出を抑制するための対策。「緩和策」
に対して、地球温暖化の影響による被害を
抑える対策を「適応策」という。 

 

 気候変動適応法  

気候変動への適応の推進を目的として
2018（平成 30）年に制定された法律。 

地球温暖化その他の気候の変動に起因
して、生活、社会、経済及び自然環境にお
ける気候変動影響が生じていること並び
にこれが長期にわたり拡大するおそれが
あることに鑑み、気候変動適応に関する計
画の策定、気候変動適応影響及び気候変動
適応に関する情報の提供その他必要な措
置を講ずることにより、気候変動適応を推
進し、もって現在及び将来の国民の健康で
文化的な生活の確保に寄与することを目
的とする。 

 

 グリーンインフラ  

自然環境が有する多様な機能を積極的
に活用して、地域の魅力・居住環境の向上
や防災・減災等の多様な効果を得ようとす
るもの。  
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 グリーン購入  

商品やサービスを購入する際に必要性
をよく考え、価格や品質だけでなく、環境
に与える影響ができるだけ小さいものを
選んで優先的に購入すること。2001（平
成 13）年、国等による環境物品等の調達
の推進等に関する法律（グリーン購入法）
が制定されている。 

 

 グリーンツーリズム  

農山漁村地域において自然、文化、人々
との交流を楽しむ滞在型の余暇活動のこ
と。 

 

 クールシェア  

家庭や町の中の涼しい場所を家族や地
域の人々でシェア(共有)することにより、
エアコンの使用量を減らそうという省エ
ネルギー対策。 

 

 クールビズ  

冷房時のオフィスの室温を 28℃にした
場合でも、「涼しく効率的に格好良く働く
ことができる」というイメージを分かりや
すく表現した、夏の新しいビジネススタイ
ルの愛称。ノー上着等の軽装スタイルがそ
の代表。 

 

 光化学オキシダント  

大気中の窒素酸化物、炭化水素などが紫
外線を受けて光化学反応を起こし生成さ
れる二次汚染物質で、オゾン、パーオキシ
アセチルナイトレートなどの酸化性物質
の総称である。春から秋にかけて、風が弱
く晴れた日には、窒素酸化物や光化学オキ
シダントが大気中に停滞し、遠くがかすん
で見えるようになる（光化学スモッグ）。
光化学スモッグが発生すると、目がチカチ
カしたり、呼吸が苦しくなったりする。 

 

 固定価格買取制度  

 （再生可能エネルギーの固定価格買取制度） 

再生可能エネルギーにより発電された
電気の買取価格を法令で定める制度で、主
に再生可能エネルギーの普及拡大を目的
としている。再生可能エネルギー発電事業
者は、発電した電気を電力会社などに、一
定の価格で、一定の期間にわたり売電でき
る。 

 
【さ行】 

 

 再使用（リユース） 

いったん使用された製品や部品、容器等
を再使用すること。 

 

 再生可能エネルギー  

太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、バ
イオマスなど自然界によって補充される
エネルギー源のこと。 

 

 再資源化（リサイクル） 

廃棄物等を「原材料」として再利用する
こと。 

 

 里山  

奥山自然地域と都市地域の中間に位置
し、さまざまな人間の働きかけを通じて環
境が形成されてきた地域であり、集落を取
り巻く二次林と人工林、農地、ため池、草
原などで構成される地域概念。 

 

 サンクチュアリ  

野生の動植物を安全に管理し、増殖育成
を図るための保護区域のこと。 

 

 自然共生社会  

生物多様性が適切に保たれ、自然の循環
に沿う形で農林水産業を含む社会経済活
動を自然に調和したものとし、様々な自然
とのふれあいの場や機会を確保すること
により、自然の恵みを将来にわたって享受
できる社会のこと。 

 

 循環型社会  

天然資源の消費量を減らして、環境負荷
をできるだけ少なくした社会のこと。従来
の「大量生産・大量消費・大量廃棄型社会」
に代わり、今後目指すべき社会像として、
2000（平成 12）年に制定された循環型社
会形成推進基本法で定義されている。 
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 循環型社会形成推進基本計画  

循環型社会形成推進基本法に基づき、循
環型社会の形成に関する施策の総合的か
つ計画的な推進を図るための計画で、
2018（平成 30）年に第四次計画が閣議決
定された。 

『第四次循環型社会形成推進基本計画』
においては、環境・経済・社会の統合的向
上に向けた重要な方向性として、「地域循
環共生圏形成による地域活性化」「ライフ
サイクル全体での徹底的な資源循環」「適
正処理の更なる推進と環境再生」などを掲
げている。 

 

 浚せつ  

海や川、貯水池等の水底の土砂を掘取り、
運搬処分する作業のこと。河川の流路の拡
張、航路や泊地の水深の増加などを目的と
するほか、埋立てのための土砂を採取する
ためなどに行われる。 

有機物を多量に含む汚泥など、環境対策
を図るうえで除去が必要となることもあ
る。 

 

 省エネルギー  

エネルギーを消費していく段階で、無駄
なく・効率的に利用し、エネルギー消費量
を節約すること。 

 

 食品ロス  

売れ残りや期限切れの食品、食べ残しな
ど、本来食べられるのに廃棄されている食
品のこと。日本国内における「食品ロス」
による廃棄量は、2017（平成 29）年で約
646 万ｔ発生しているとされており、日本
人 1 人当たりに換算すると、お茶碗約１
杯分（約 139ｇ）の食べ物が毎日捨てられ
ている計算になる。 

 

 生態系  

空間に生きている生物（有機物）と、生
物を取り巻く非生物的な環境（無機物）が
相互に関係しあって、生命（エネルギー）
の循環をつくりだしているシステムのこ
と。 

空間とは、地球という巨大な空間や、森
林、草原、湿原、湖、河川などのひとまと
まりの空間を表し、例えば、森林生態系で
は、森林に生活する植物、昆虫、脊椎動物、
土壌動物などあらゆる生物と、水、空気、
土壌などの非生物が相互に作用し、生命の
循環をつくりだすシステムが保たれてい
る。 

 

 生物多様性  

様々な生態系が存在すること並びに生
物の種間及び種内に様々な差異が存在す
ることをいう。 

生物多様性条約では、 
・様々な生物の相互作用から構成される

様々な生態系の存在＝生態系の多様性 
・様々な生物種が存在する＝種の多様性 
・種は同じでも、持っている遺伝子が異な

る＝遺伝的多様性 
という３つの階層で多様性を捉え、それぞれ
保全が必要とされている。 

 

 生物多様性基本法  

2008（平成 20）年に制定された、生物
多様性の保全及び持続可能な利用につい
て基本原則を定め、国、地方公共団体、事
業者、国民及び民間の団体の責務を明らか
にするとともに、生物多様性の保全及び持
続可能な利用に関する施策の基本となる
事項を規定した法律である。 

生物多様性に関する施策を総合的かつ
計画的に推進し、生物多様性から得られる
恵沢を将来にわたって享受できる自然と
共生する社会の実現を図り、あわせて地球
環境の保全に寄与することを目的とする。 

 

 生物多様性国家戦略 2012-2020  

「愛知目標」の達成に向けた日本のロー
ドマップで、年次目標を含む日本の国別目
標（13 目標）とその達成に向けた主要行
動目標（48 目標）を定め、目標の達成状
況を測る指標（81 指標）を設定している。
また、2020（令和２）年度までに重点的
に取り組むべき施策の方向性として、生物
多様性を社会に浸透させる、地域における
人と自然の関係を見直し再構築する、森・
里・川・海のつながりを確保する、地球規
模の視野を持って行動する、科学的基盤を
強化して政策に結びつける、という「５つ
の基本戦略」を設定している。 

 

 ゼロエネルギー化  

住宅やビルの断熱性・省エネルギー性能
を上げるともに、太陽光発電などでエネル
ギーを創ることにより、消費エネルギーの
収支をプラスマイナス「ゼロ」とすること。 

消費エネルギーの収支がプラスマイナ
ス「ゼロ」となる住宅は ZEH（ゼッチ/ネ
ット・ゼロ・エネルギー・ハウス）、ビル
は ZEB（ゼブ/ネット・ゼロ・エネルギー・
ビル）と呼ばれる。 
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【た行】 

 

 太陽光発電  

シリコン、ガリウムヒ素、硫化カドミウ
ム等の半導体に光を照射することにより
電力が生じる性質を利用して、太陽光によ
って発電を行う方法のこと。 

 

 脱炭素社会  

二酸化炭素をはじめとする温室効果ガ
スの「排出量」※ から、植林、森林管理な
どによる「吸収量」※ を差し引いて、合計
を実質的にゼロにすることを実現した社
会のこと。※いずれも人為的なもの 

 

 地球温暖化  

人間の活動の拡大により二酸化炭素
（CO２）をはじめとする温室効果ガスの濃
度が増加し、地表面の温度が上昇すること。 

 

 地球温暖化対策計画  

地球温暖化対策の推進に関する法律第
8 条に基づき、総合的かつ計画的に地球温
暖化対策を推進するため、温室効果ガスの
排出抑制・吸収の目標、事業者・国民等が
講ずべき措置に関する具体的事項、目標達
成のために国・地方公共団体が講ずべき施
策等について国が定める計画。2016（平
成 28）年に閣議決定された。 

 

 地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）    

京都で開催された「国連気候変動枠組条
約第３回締約国会議（COP３）」での京都
議定書の採択を受け、日本の地球温暖化対
策の第一歩として、1998（平成 10）年に
制定された国、地方公共団体、事業者、国
民が一体となって地球温暖化対策に取り
組むための枠組みを定めた法律である。 

 

 適応策  

気候変動の影響に対し自然・人間システ
ムを調整することにより、被害を防止・軽
減し、あるいはその便益の機会を活用する
こと。既に起こりつつある影響の防止・軽
減のために直ちに取り組むべき短期的施
策と、予測される影響の防止・軽減のため
の中長期的施策がある。 

 

 

 テレワーク  

情報通信技術を活用した、場所や時間に
とらわれない柔軟な働き方のこと。 

テレワークは働く場所によって、自宅利
用型テレワーク（在宅勤務）、モバイルワ
ーク、施設利用型テレワーク（サテライト
オフィス勤務など）の３つに分けられる。 

 

 デング熱  

ヒトスジシマカなどが媒介するデング
ウイルスが感染しておこる急性の熱性感
染症で、発熱、頭痛、筋肉痛や皮膚の発疹
などが主な症状。 

 

 電動車  

ハイブリット自動車（HV）、電気自動車
（EV）、プラグインハイブリット自動車
（PHEV）、燃料自動車（FCV）のこと。 

 

 特定外来生物  

2004（平成 16）年に制定された特定外
来生物による生態系等に係る被害の防止 
に関する法律に基づき、外来生物（海外起
源の外来種）であって、生態系、人の生命・
身体、農林水産業へ被害を及ぼすもの、又
は及ぼすおそれがあるものの中から指定
される。 

特定外来生物は、生きているものに限ら
れ、個体だけではなく、卵、種子、器官な
ども含まれる。 

 
【な行】 

 

 燃料電池  

燃料電池は、水素と酸素を化学反応させ
て、直接電気を発生させる装置で、発電の
際には水しか排出されないクリーンなシ
ステムである。 

燃料電池を応用した製品として、家庭用
のエネファーム、燃料電池で発電し電動機
の動力で走る燃料電池車などがある。 
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【は行】 

 

 バイオマス  

動植物から生まれた再生可能な有機性
資源のことで、代表的なものに、家畜排泄
物や生ごみ、木くず、もみがら等がある。 

バイオマスは燃料として利用されるだ
けでなく、エネルギー転換技術により、エ
タノール、メタンガス、バイオディーゼル
燃料などを作ることができ、これらを軽油
等と混合して使用することにより、化石燃
料の使用を削減できるので、地球温暖化防
止に役立てることができる。 

 

 発生抑制（リデュース） 

廃棄物の発生自体を抑制すること。リデ
ュースのためには、事業者には原材料の効
率的利用、使い捨て製品の製造・販売等の
自粛、製品の長寿命化など製品の設計から
販売にいたる全ての段階での取組が求め
られる。また、消費者は、使い捨て製品や
不要物を購入しない、過剰包装の拒否、良
い品を長く使う、食べ残しを出さないなど
ライフスタイル全般にわたる取組が必要。 

 

 パリ協定  

2015（平成 27）年 12 月にフランス・
パリで開催された「国連気候変動枠組条約
第 21 回締約国会議（COP21）」において
採択された「京都議定書」以降の新たな地
球温暖化対策の法的枠組みとなる協定で
ある。 

世界共通の長期目標として、地球の気温
上昇を「産業革命前に比べ 2℃よりもかな
り低く」抑え、「1.5℃未満に抑えるための
努力をする」、「主要排出国を含むすべての
国が削減目標を５年ごとに提出・更新す
る」、「共通かつ柔軟な方法で、その実施状
況を報告し、レビューを受ける」ことなど
が盛り込まれている。 

 

 ヒートアイランド現象  

都市部が郊外と比べて気温が高くなり
等温線を描くとあたかも都市を中心とし
た「島」があるように見える現象。都市部
でのエネルギー消費に伴う熱の大量発生
と、都市の地面の大部分がコンクリ－トや
アスファルトなどに覆われた結果、夜間気
温が下がらないことにより発生する。 

なお、本計画では市街地の気温がアスフ
ァルトなどによる地表の被覆の人工物化、
自動車や空調機による人工排熱の増加な
どにより、周辺の農地や集落地に比べて高
温を示す意味で用いている。 

 
 

 

 光害（ひかりがい）  

光害は、照明の設置方法や配光が不適切
であったり、必要のない時間帯まで点灯さ
れていることで、景観や周辺環境に及ぼす
影響のことをいう。 

主な影響として、居住者への影響のほか、
野生生物や植物の生長への影響、エネルギ
ーの浪費などがある。 

 

 フードバンク  

食品企業の製造工程で発生する規格外
品などを引き取り、福祉施設等へ無料で提
供する活動のこと。 

 
【ま行】 

 

 まちの低炭素化  

都市から排出される二酸化炭素（CO２）
を抑制するまちづくり。 

具体的には、人や物の移動に係るエネル
ギー使用の削減や、建築物・自動車等の都
市の構成要素の低炭素化、都市のエネルギ
ーシステムの低炭素化を指す。また、二酸
化炭素（CO２）の吸収源となるみどりを保
全・創出し、緑化等によってヒートアイラ
ンド現象を緩和させ、二酸化炭素（CO２）
の排出を抑制するまちづくりのこと。 

 

 水循環基本法  

健全な水循環の維持または回復に向け
た総合的な施策を推進するため 2017（平
成 29）年に制定された法律。 

「水循環に関する施策を総合的かつ一
体的に推進し、もって健全な水循環を維持
し、又は回復させ、我が国の経済社会の健
全な発展及び国民生活の安定向上に寄与
すること」を目的としている。 

 
【や行】 

 

 ヤード  

エンジン等の自動車部品の保管等をす
る施設のうち、その外周を鋼板等で囲んだ
施設。 

 

 谷津  

谷戸や谷地などとも呼ばれ、台地に河川
の浸食で谷が刻まれ、海進による堆積、海
退による陸地化で生じた平らな谷底をも
つ浅い谷地形のこと。 

三方（両側、後背）に丘陵台地部、樹林
地を抱え、湿地、湧水、水路、水田等の農
耕地、ため池などで構成される。 
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【英数】 

 

 COOL CHOICE 運動  

CO₂などの温室効果ガスの排出量削減
のために、脱炭素社会づくりに貢献する
「製品への買換え」、「サービスの利用」、
「ライフスタイルの選択」など、日々の生
活の中で、あらゆる「賢い選択」をしてい
こうという取組。 

 

 COD  

Chemical Oxygen Demand の略称で
あり、水中の汚濁物質（主として微生物）
を酸化剤で化学的に酸化するときに消費
される酸素量のこと。 

環境基準では海域及び湖沼の閉鎖性水
域の汚濁指標として採用されている。 

 

 COP  

締約国会議（Conference of the Parties）
を意味し、環境問題に限らず、多くの国際
条約の中で、その加盟国が物事を決定する
ための最高決定機関として設置されてい
る。気候変動枠組条約のほか、生物多様性
や砂漠化対処条約等の締約国会議があり、
開催回数に応じて COP の後に数字が入る。 

 

 IPCC  

気候変動に関する政府間パネル（Inter
governmental Panel on Climate Cha
nge）。1988（昭和 63）年に、国連環境計
画（UNEP）と世界気象機関（WMO）によ
り設立。世界の政策決定者に対し、正確で
バランスの取れた科学的知見を提供し、
「気候変動枠組条約」の活動を支援する。
5～7 年ごとに地球温暖化について網羅的
に評価した評価報告書を発表するととも
に、適宜、特別報告書や技術報告書、方法
論報告書を発表している。 

 

 PPA（電力販売契約）  

Power Purchase Agreement の略で、
電気を利用者に売る小売電気事業者と発
電事業者の間で結ぶ「電力販売契約」の事。
企業や自治体が保有する施設の屋根や遊
休地を事業者が借り、無償で発電設備を設
置し、発電した電気を企業や自治体が施設
で使うことで、電気料⾦と CO2 排出の削
減ができる。 

 
 
 
 
 
 

 

 ZEB  

Net Zero Energy Building（ネット・ゼ
ロ・エネルギー・ビル）の略称で、快適な
室内環境を実現しながら、建物で消費する
エネルギーをゼロにすることを目指した
建物のこと。 

 

 ZEH  

Net Zero Energy House（ネット・ゼ
ロ・エネルギー・ハウス）の略称で、外皮
の断熱性能等を大幅に向上させるととも
に、高効率な設 備システムの導入により、
室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネ
ルギーを実現した上で、再生可能エネルギ
ー等を導入することにより、年間の一 次
エネルギー消費量の収支がゼロとするこ
とを目指した住宅のこと。 

 

 ４Ｒ  

循環型社会を形成していくためのキー
ワードで、「Reduce（リデュース：排出抑
制）」、「Reuse（リユース：再使用）」、
「Recycle（リサイクル：再生利用）」の３
R に「Refuse(リフューズ：断る)」を加え
たもの。 

 

 


